
『維新の党』綱領

統治機構改革で「この国のかたち」を変える

日本は今、経済のグローバル化 と大競争時代の荒波の中で、新陳代謝が遅
れ、同力が停滞あるいは弱体化 し、国民は多くの不安を抱えている[

我が国が、この閉塞感|か ら脱却 し、国民の安全、生活の豊かさ、伝統的な価値
や文化などの国益を守 り、かつ、E13の将来を切 り拓いてい くためには、より効

率的で自律分散型の統治機構を確立することが急務である=なぜなら、欧米に

追い付け追い越せの時代には有効 とされた「中央集権」「官僚主導」「護送椰ヽ団

方式」等の国家運営方針が、成熟 F■l家・日本の羅針盤た りえなくなってきたか

らだ
=

「自治・分権」「自立」「民権」を基本理念とする

維郭1の党は、我が国の旧き良き伝統は守 りながらも「因習」「既得権益」は打

破 し、豊かな自然 と歴史・文化の源である地域を育み、多様な価値観を認め合

う公i工で開かれた社会を構築する.

国からの L意下達に4Rる ことなく、地域、そして個人が自立できる社会シス

テムを確立 tン 地ヽ域、個人の創意工夫、民間の自由な競争によって経清 と社会

を活441化するこ

「官治・集権:か ら「自治・分権」、「官権」から「民権」へと国家運営を転換 し、規制
の壁を打ちげこり、「自立する国家」「自立する地域」「自立する1回 人」を実現する!

法と秩序に基いた現実的な外交・安全保障政策を展開する

維新の党は、我が国が国際社会において名誉ある地位を占めたいと願う「白

[ヨ の防衛を万全なものとするとともに、世界に覇を求めず、「法の支配」「自由

と民主主義」等の価値を共有する諸国と連帯 し、平和の増進に貢献するこ

また、持てる人材 と技術 (技術基盤と技術革新力 )を駆使 し、文明の発展と世

界の繁栄に守F与する[

「保守VSリ ベラル」を超え|て改革勢力を結集する
日本再生のため、維新の党は、我が卜|が抱える根源的な問題の解決に取 1)和 1

むを「保守VSリ ベラルJを 超えた政治を日標 とするが、それは、内政、外交 とも
に、政策ごとにイデオロギーではなく回益 と円民本位に合理的に判断するこ

とにより可能となるこ課題を次世代に先送 りせず、将来に向けた持統可能な制

度・仕組みを構築するこ

そのために維新の党は、政治理念や基本政策の一致を前提に、改革勢力を結

集し、政権担当可能な一大勢力の形成を目指す
=



Ⅱ

『純i新の党』基本政策

憲法改正による統治機構改革

0止 卜1の役割を外交・安全保障・マクロ経済政策挙に集中 tン 強化と

02真 の政!i今 (官邸)主導の体制整1市 (内 閣予算局・/1、事局の設置及び稚快強化、結合職の
一括採用等 )i

03□ の会計制度の兄LElし ]発生主義・複式簿記の導入により財政運営のコントロールを
強化

=

04予 算の自動的肖け
"5に

メカエズユ、の導入
=

05歳 入庁の設置により税と社会保険料を一元管理
=

06首 相公選制の導ヌ、(憲法 67条を改正 )
07.米国会計検査院(CAO)型 の強力な会計検介機関を区1会に設置十憲法 90条を改正 ,1
08憲 法改正発議要件(96条 )のハードルを下げ、国民的な憲法議論を喚起 :

09政 治、行政に恋意的憲法解釈をさせないために憲法裁判所を設置 i

<道州制寺>

10広 域地方政府とし′て道州制を導入し、憲法192条 )に明記
=

1]道 州帝Jを 前捉に消費税を道州の未幹財源として移譲
=

12.道州問の財政力格差は地方交付税に代わる「地方共有税二で合議により水平的財政

調整 1

13.道州制導入後、一院制日会を実現 (憲法 42条 を改正 )

規制改革の断行を柱とする成長戦略、
「小さな行政機構」の実現

14 日銀法改正により日銀の役制・責任を明確化 :

15成 長による税収増、資産売却、2、 ダ削減寺によ 1)増税に頼らない財政健全化
=

161■ i益を守りながらTPP・ FTA等の経済連携を主導 L′、外需を取り,込む自由貿易匿を
拡大こ

17.民間主導のイノベーション4足進のため、既得権益を打破する徹底した規制改Ⅲを断行 t
18法 人税減税や自由償却等の税制抜本改革で 11本 を選ぶ二内外企業の立地促進 i

19農 茉改革(農協改革=農地法、減反政策の兄直しと戸別所得補償帝」度の見直し|の断行 t

20成 熟卜陛!農業 (生産性が高く、かつ付カロ価値特化型の農業)への転換 :

21 女性の社会進出を促進するため、市児後の女性の再就職支援等を貫点的に強化 :

22 2020オ リンピック・パラリンピック、2025大 IFllk万 博を起保剤に 1世界中の人
を日本に集卒 r

1-



23天 下り棋絶、幹部公務員の特別職化、能力・実績主義挙による公務真制度改革をtl‐ 行
241J・地方あわせて公務貞総人件費の 2割にあたる 5りL円 を削減

25.独 立行政法メ、キ,研i機関・基金・官民ファンド・特別会計等の徹氏的兄占:し「
26無 駄な公共事業の嘘止、B c基 準で透明性の向 11
2T地 方の財政的 1l iを確立し、「ひも付き補助金上を暁 111=
28.Lf l会議二tの定数を大幅削減 !

29,企業団体献金の午:lliと 4,1人献金を促す制度を整備 :

含

適

積

を

の

の

[田 l 市場メカニズムを通じた
「原発フェードアウト」と「自然エネルギー立国」

30原 発推進施策を暁止し、市場メカニズムを通じた原発フェー ドアウトを実現
=

31.電カシヌ、テユ、改ギ二十発送電分離、電力市場の自由化)を推進 [

32 LNGコ ンバインドサイクル発電、熱電併給、節エネ竿でエネルギー効率を☆適化
33.自 然エネルギーを積柏モ的にlll j生 し地域維i毒を活性化j

3・1既設原発への世界最高水準の規制基準の適用と廃炉の推進、原子力技術の維持 :

35 破綻が明らかなづそ燃料サイクルは暁止 _
36核 のゴミの直接処分を検討[最終処分方法は政治の責任で決定

[Ⅳ ]集 団的自衛権の検討 む

「自衛権」行使の範囲 正化 と法整備、
「ソフトパワー外交」 極的展開

37 日米同路1は外交・安全保障の基軸 i lHl時 に沖縄の基地負担を軽減 :

38.我が「ヨの上権と領「十二・領海・領空を徹底的に守る自i防衛力を強化 :

39.防衛出動に至る前のいわゆるグレーゾーンの事態対処を含めた法制度の整備と
40.尖閣諸鳥はじめ南西方面の対処寺雄鳥防衛に万合の体制を構築 i北 方領土問題は外
交交渉、竹島「月題は区1際司法裁判所等を通 じた |`二和的解決の実現

41 自巨|への攻撃か他匹|への攻撃かを問わず、我が 1封の作、1が脅かされている場合にお
いて、現行憲法下で ,f能 な「自衛権_行使のあ |)方を具体化し、必要な法整備を実施 .

42北 朝鮮の核・ミサイル、flr致問題については卜l際社会と連携して断1由たる措置を実施 i

!13 日本の強みである技術力と人材を清かし、oDAや 経済連携を戦略的に推進
44特 定秘?f ttt護法は見直 し、第二者機関の権隈強化等の歯止めを追加‐あわせて情報
公開を促進 !



[V]少子高齢化に,対応できる
持続可能で受益と負担を明確化した
「社会保障制度改革」

45.同一労働・同一条件の徹底により、正規雇用と非正規雇用のlF4根の解消 !

46給 付付き税額1空除制度の導入を通じた☆低生活保障 |ミ ニマムインカム|の実現‐
47医 療保険を一元化し、将来的には道州へ移管を
48介 護と連携 Lン た地域医療の充実と高度・先瑞医療との機能分化‐
49.診療情幸にのビッグデータ活用で標準医療の推進|と 医療費の効率化を実現―

501消 費者にとっての医療サービスの選択肢を広けるという観点から淀合診味を雑禁
5]`「担、い損Jがなく世代問で公平な積立方式の年金1待け度へ移行

=

52.小規模・家庭的保育をはじめ、地域の権限で多様|な子育て支援サービスを提供 !

53.地方の選択で行う効果的なバウチャー制度の導入により子育て政策を拡充 :

54.社 会保障財源とし′てマイナンバー制度の活用拡i人による広く占い相続課科との導入,

[ⅥI]教育行政に対する責任体制を明確にする
「教育制度改革」

55.教育行政に関する権限を地方白治体や学校現場 (学校長)へ移管、学校通常を多様化
56.教育行政に関する責任体制の明確化、同時に保緩者や地域住民への声た明責任を夕t,た

す仕組みを構築 [

57.地域・民 1笛1の 人材を「コミュニティスクール_や生涯教1育、スポーツに活用 :

58外 国人教員等を積極的に合用、小学校からの英語教育、大学人試改革など
~使
える英

語教育とに抜本改革
=

59,大学院を世界から人材が集まる高度研究機関に改■ t
60専 門学校における「実学教育Jハ＼の支援を拡充 :

[Ⅶ ]被災地主導の「震災復興」と
ヨ主導の「原発事故対応」を加速化

61.r｀ ども被災 14‐ !え援法Jの基本理念に基づき原発事故被)t者の生活干r建支援を最優先‐
62.ll大 なコンクリー ト防潮堤に代表されるハー ドf「H!野1か らソフト王子比の復興i支援策
への1ほ換

=

63校 夢t地が■準できる中長期的な復興支援のため大騨1に権限・財源を杉譲 :

64復 興はム,づ くりから―地元の大学に地域の若者を 集め、東北で起業する環境整備
65 東京電力から)切 り難したlJ家 プロジェクトとしての原発事故の収束 i

被

国


